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○鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）（抄） 
（土地の立入り及び使用） 
第二十二条 鉄道事業者は、鉄道施設に関する測量、実地調査又は工事のため必要が

あるときは、国土交通大臣の許可を受け、他人の土地に立ち入り、又はその土地を

一時材料置場として使用することができる。 
２ 鉄道事業者は、前項の規定により立ち入り、又は使用しようとするときは、やむ

を得ない理由がある場合を除き、土地の占有者にその旨を通知しなければならない。 
３ 鉄道事業者は、第一項の規定による立入り又は使用によつて損失を生じたときは、

損失を受けた者に対し、これを補償しなければならない。 
４ 前項の規定により補償する損失は、通常生ずべき損失とする。 
５ 第三項の規定による損失の補償については、当事者間の協議により定める。協議

が調わないとき、又は協議をすることができないときは、当事者は、都道府県知事

の裁定を申請することができる。 
６ 都道府県知事は、前項の規定による裁定の申請を受理したときは、その旨を他の

当事者に通知し、期間を指定して答弁書を提出する機会を与えなければならない。 
７ 都道府県知事は、第五項の裁定をしたときは、遅滞なく、その旨を当事者に通知

しなければならない。 
８ 損失の補償をすべき旨を定める裁定においては、補償金の額並びにその支払の時

期及び方法を定めなければならない。 
９ 第五項の裁定のうち補償金の額について不服のある者は、その裁定の通知を受け

た日から六月以内に、訴えをもつてその金額の増減を請求することができる。 
１０ 前項の訴えにおいては、他の当事者を被告とする。 
１１ 第五項の裁定についての異議申立てにおいては、補償金の額についての不服を

その裁定についての不服の理由とすることができない。 
 
○鉄道営業法（明治三十三年法律第六十五号）（抄） 
（運送拒絶の禁止） 
第六条 鉄道ハ左ノ事項ノ具備シタル場合ニ於テハ貨物ノ運送ヲ拒絶スルコトヲ得

ス 
一 荷送人カ法令其ノ他鉄道運送ニ関スル規定ヲ遵守スルトキ 
二 貨物ノ運送ニ付特別ナル責務ノ条件ヲ荷送人ヨリ求メサルトキ 
三 運送カ法令ノ規定又ハ公ノ秩序若ハ善良ノ風俗ニ反セサルトキ 
四 貨物カ成規ニ依リ其ノ線路ニ於ケル運送ニ適スルトキ 
五 天災事変其ノ他已ムヲ得サル事由ニ基因シタル運送上ノ支障ナキトキ 
 
○道路法（昭和二十七年法律第百八十号）（抄） 
（沿道区域における土地等の管理者の損害予防義務） 

第四十四条 道路管理者は、道路の構造に及ぼすべき損害を予防し、又は道路の交通



     参考資料  

3 
 

に及ぼすべき危険を防止するため、道路に接続する区域を、条例（指定区間内の国

道にあつては、政令）で定める基準に従い、沿道区域として指定することができる。

但し、道路の各一側について幅二十メートルをこえる区域を沿道区域として指定す

ることはできない。 
２ 前項の規定により沿道区域を指定した場合においては、道路管理者は、遅滞なく

その区域を公示しなければならない。 
３ 沿道区域内にある土地、竹木又は工作物の管理者は、その土地、竹木又は工作物

が道路の構造に損害を及ぼし、又は交通に危険を及ぼすおそれがあると認められる

場合においては、その損害又は危険を防止するための施設を設け、その他その損害

又は危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
４ 道路管理者は、前項に規定する損害又は危険を防止するため特に必要があると認

める場合においては、当該土地、竹木又は工作物の管理者に対して、同項に規定す

る施設を設け、その他その損害又は危険を防止するため必要な措置を講ずべきこと

を命ずることができる。 
５ 道路管理者は、前項の規定による命令により損失を受けた者に対して、通常生ず

べき損失を補償しなければならない。 
６ 前項の規定による損失の補償については、道路管理者と損失を受けた者とが協議

しなければならない。 
７ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、道路管理者は、自己の見積

もつた金額を損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該

金額について不服がある者は、政令で定めるところにより、補償金額の支払を受け

た日から一月以内に収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第

九十四条の規定による裁決を申請することができる。 
 
（他人の土地の立入又は一時使用） 
第六十六条 道路管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、道路に関

する調査、測量若しくは工事又は道路の維持のためやむを得ない必要がある場合に

おいては、他人の土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若

しくは作業場として一時使用することができる。 
２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする場合においては、あらかじめ当

該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。但し、あらかじめ通知するこ

とが困難である場合においては、この限りでない。 
３ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする場合

においては、立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならな

い。 
４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定す

る土地に立ち入つてはならない。 
５ 第一項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証票を
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携帯し、関係人の請求があつた場合においては、これを呈示しなければならない。 
６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として

一時使用しようとする場合においては、あらかじめ当該土地の占有者及び所有者に

通知して、その者の意見を聞かなければならない。 
７ 第五項の規定による証票の様式その他必要な事項は、国土交通省令で定める。 
 
（立入又は一時使用の受忍） 
第六十七条 土地の占有者又は所有者は、正当な事由がない限り、前条第一項の規定

による立入又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 
 
（長時間放置された車両の移動等） 
第六十七条の二 道路管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、道路

の改築、修繕若しくは災害復旧に関する工事又は除雪その他の道路の維持の施行の

ため緊急やむを得ない必要がある場合においては、道路に長時間放置された車両に

ついて、現場に当該車両の運転をする者その他当該車両の管理について責任がある

者がいないときに限り、当該車両が放置されている場所からの距離が五十メートル

を超えない道路上の場所に当該車両を移動することができる。この場合において、

当該車両が放置されている場所からの距離が五十メートルを超えない範囲の地域

内の道路上に当該車両を移動する場所がないときは、自動車駐車場、空地、この項

前段に規定する場所以外の道路上の場所その他の場所に当該車両を移動すること

ができる。 
２ 道路管理者は、前項の規定により車両を移動し、又はその命じた者若しくはその

委任を受けた者に車両を移動させようとするときは、あらかじめ、当該地域を管轄

する警察署長の意見を聴かなければならない。 
３ 道路管理者は、第一項後段の規定により車両を移動したときは、当該車両を保管

しなければならない。この場合において、道路管理者は、車両の保管の場所の形状、

管理の態様等に応じ、当該車両に係る盗難等の事故の発生を防止するため、道路管

理者が当該車両を保管している旨の表示、車輪止め装置の取付けその他の必要な措

置を講じなければならない。 
４ 道路管理者は、前項の規定により車両を保管したときは、当該車両の所有者又は

使用者（以下この条において「所有者等」という。）に対し、保管を始めた日時及び

保管の場所を告知し、その他当該車両を所有者等に返還するため必要な措置を講じ

なければならない。この場合において、当該車両の所有者等の氏名及び住所を知る

ことができないときは、政令で定めるところにより、政令で定める事項を公示しな

ければならない。 
５ 道路管理者は、車両が放置されていた場所における道路の改築、修繕若しくは災

害復旧に関する工事が完了し、又は除雪その他の道路の維持の施行が終了した場合

その他第三項の規定による保管を継続する必要がなくなつた場合においては、遅滞
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なく、同項の規定により保管した車両を当該車両が放置されていた場所又はその周

辺の場所に移動しなければならない。 
 
（非常災害時における土地の一時使用等） 

第六十八条 道路管理者は、道路に関する非常災害のためやむを得ない必要がある場

合においては、災害の現場において、必要な土地を一時使用し、又は土石、竹木そ

の他の物件を使用し、収用し、若しくは処分することができる。 
２ 道路管理者は、非常災害に因り道路の構造又は交通に対する危険を防止するため

やむを得ないと認められる場合においては、災害の現場に在る者又はその附近に居

住する者を防ぎよに従事させることができる。 
 
（損失の補償） 

第六十九条 道路管理者は、第六十六条又は前条の規定による処分に因り損失を受け

た者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければならない。 
２ 第四十四条第六項及び第七項の規定は、前項の規定による損失の補償について準

用する。 
 
○道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）（抄） 
（土地の立入及び使用） 
第六十九条 自動車道事業者は、一般自動車道に関する測量、実地調査又は工事のた

め必要があるときは、都道府県知事の許可を受け、他人の土地に立ち入り、又はその

土地を一時材料置場として使用することができる。 
２ 自動車道事業者は、前項の規定により立入又は使用をしようとするときは、やむ

を得ない事由がある場合を除く外、あらかじめ、土地の占有者にその旨を通知しなけ

ればならない。 
３ 第一項の規定による立入又は使用によつて生じた損失は、立入又は使用の後、遅

滞なく当該事業者においてこれを補償しなければならない。 
４ 前項の規定に基いて補償すべき損失は、第一項の規定による立入又は使用により

通常生ずべき損失とする。 
５ 第三項の規定による補償について協議がととのわないとき、又は協議することが

できないときは、都道府県知事は、申請により裁定する。 
６ 前項の規定による裁定に係る補償金額について不服のある者は、その裁定のあつ

たことを知つた日から六箇月以内に、訴えをもつてその金額の増減を請求することが

できる。 
７ 前項の訴においては、当該事業者又は補償を受くべき者を被告とする。 
 
○高速自動車国道法（昭和三十二年法律第七十九号）（抄） 
（特別沿道区域の指定） 
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第十三条 国土交通大臣は、高速自動車国道に接続する区域について、当該高速自動

車国道を通行する自動車の高速交通に及ぼすべき危険を防止するため、当該道路の

構造及びその存する地域の状況を勘案して、政令で定める基準に従い、特別沿道区

域の指定をすることができる。ただし、高速自動車国道の各一側について幅二十メ

ートルをこえる区域を特別沿道区域として指定することはできない。 
２ 前項の規定により特別沿道区域の指定をした場合においては、国土交通大臣は、

遅滞なく、政令で定めるところにより、その区域を公示し、かつ、これを表示した

図面を一般の縦覧に供しなければならない。 
 
（特別沿道区域内の制限） 
第十四条 前条第二項の規定により公示された特別沿道区域内においては、高速自動

車国道を通行する自動車の高速交通を著しく妨げるおそれのある建築物その他の

工作物又は物件で政令で定めるもの（以下「建築物等」という。）を建築し、又は設

けてはならない。 
２ 国土交通大臣は、前項の規定に違反して、建築し、又は設けた建築物等の所有者

その他の権原を有する者に対し、当該建築物等の改築、移転、除却その他必要な措

置をすることを命ずることができる。 
３ 国土交通大臣は、前条第二項の公示の際特別沿道区域内に現に存する建築物等の

所有者その他の権原を有する者に対し、政令で定めるところにより、通常生ずべき

損失を補償して、当該建築物等の改築、移転、除却その他必要な措置をすることを

命ずることができる。 
４ 前項の建築物等又はこれが存する土地の所有者は、同項の建築物等の改築、移転、

除却その他の措置によつて、当該建築物等又は土地を従来利用していた目的に供す

ることが著しく困難となるときは、政令で定めるところにより、国土交通大臣に対

し当該建築物等又は土地の買取を請求することができる。 
５ 第三項の規定により補償すべき損失の額並びに前項の規定による買取及びその

価額等の条件は、国土交通大臣と当該建築物等又は土地の所有者その他の権原を有

する者とが協議して定める。 
６ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国土交通大臣又は当該建築

物等若しくは土地の所有者その他の権原を有する者は、政令で定めるところにより、

収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条の規定によ

る裁決を申請することができる。 
 
第十五条 国土交通大臣は、前条第一項の規定による特別沿道区域内における用益の

制限により通常生ずべき損失を当該土地の所有者その他の権原を有する者に対し、

政令で定めるところにより、補償しなければならない。 
２ 前項の土地の所有者は、前条第一項の規定による特別沿道区域内における用益の

制限によつて当該土地を従来利用していた目的に供することが著しく困難となる
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ときは、同条第四項の規定による場合を除き、政令で定めるところにより、国土交

通大臣に対しその土地の買取を請求することができる。 
３ 前条第五項及び第六項の規定は、前二項の場合について準用する。 
 
○道路整備特別措置法（昭和三十一年法律第七号）（抄） 
（他人の土地の立入り、一時使用等） 
第四十四条 会社は、高速道路に関する調査、測量若しくは工事又は高速道路の維持

のためやむを得ない必要がある場合においては、他人の土地に立ち入り、又は特別

の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することがで

きる。 
２ 会社は、前項の規定により他人の土地に立ち入り、又は一時使用しようとすると

きは、あらかじめ、国土交通大臣の許可を受けなければならない。ただし、天災、

事変その他の非常事態が発生した場合において、十五日以内の期間一時使用をする

ときは、この限りでない。 
３ 道路法第四十四条第五項から第七項まで、第六十六条第二項から第七項まで及び

第六十七条の規定は、第一項の場合について準用する。この場合において、同法第

四十四条第五項から第七項までの規定中「道路管理者」とあるのは「会社」と、同

条第五項中「前項の規定による命令」とあるのは「道路整備特別措置法第四十四条

第一項の規定による立入り又は一時使用」と、同法第六十六条第二項中「前項」と

あり、同条第五項及び第六項中「第一項」とあり、並びに同法第六十七条中「前条

第一項」とあるのは「道路整備特別措置法第四十四条第一項」と読み替えるものと

する。 
 
○電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）（抄） 
（一時使用） 

第五十八条 電気事業者（小売電気事業者を除く。以下この章において同じ。）は、次

に掲げる目的のため他人の土地又はこれに定着する建物その他の工作物（以下「土

地等」という。）を利用することが必要であり、かつ、やむを得ないときは、その土

地等の利用を著しく妨げない限度において、これを一時使用することができる。た

だし、建物その他の工作物にあつては、電線路（その電線路の維持及び運用に必要

な通信の用に供する線路を含む。）又はその附属設備（以下「電線路」と総称する。）

を支持するために利用する場合に限る。 
一 電気事業（小売電気事業を除く。以下この章において同じ。）の用に供する電線

路に関する工事の施行のため必要な資材若しくは車両の置場、土石の捨場、作業

場、架線のためのやぐら又は索道の設置 
二 天災、事変その他の非常事態が発生した場合において、緊急に電気を供給する

ための電線路の設置 
三 電気事業の用に供する電気工作物の設置のための測標の設置 
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２ 電気事業者は、前項の規定により他人の土地等を一時使用しようとするときは、

経済産業大臣の許可を受けなければならない。ただし、天災、事変その他の非常事

態が発生した場合において、十五日以内の期間一時使用するときは、この限りでな

い。 
３ 経済産業大臣は、前項の許可の申請があつたときは、その旨を土地等の所有者及

び占有者に通知し、意見書を提出する機会を与えなければならない。 
４ 電気事業者は、第一項の規定により他人の土地等を一時使用しようとするときは、

あらかじめ、土地等の占有者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知

することが困難なときは、使用の開始の後、遅滞なく、通知することをもつて足り

る。 
５ 第一項の規定により一時使用しようとする土地等が居住の用に供されていると

きは、その居住者の承諾を得なければならない。 
６ 第一項の規定による一時使用の期間は、六月（同項第二号の場合において、仮電

線路を設置したとき、又は同項第三号の規定により一時使用するときは、一年）を

こえることができない。 
７ 第一項の規定による一時使用のため他人の土地等に立ち入る者は、第二項の許可

を受けたことを証する書面を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示し

なければならない。ただし、同項ただし書の場合は、この限りでない。 
 
（立入り） 

第五十九条 電気事業者は、電気事業の用に供する電気工作物に関する測量又は実地

調査のため必要があるときは、経済産業大臣の許可を受けて、他人の土地に立ち入

ることができる。 
２ 前条第三項の規定は、前項の許可の申請があつた場合に準用する。 
３ 前条第四項、第五項及び第七項本文の規定は、電気事業者が第一項の規定により

他人の土地に立ち入る場合に準用する。 
 
（通行） 

第六十条 電気事業者は、電気事業の用に供する電線路に関する工事又は電線路の維

持のため必要があるときは、他人の土地を通行することができる。 
２ 前項の規定により他人の土地を通行する者は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 
３ 第五十八条第四項及び第五項の規定は、電気事業者が第一項の規定により他人の

土地を通行する場合に準用する。 
 
（植物の伐採又は移植） 

第六十一条 電気事業者は、植物が電気事業の用に供する電線路に障害を及ぼし、若

しくは及ぼすおそれがある場合又は植物が電気事業の用に供する電気工作物に関



     参考資料  

9 
 

する測量若しくは実地調査若しくは電気事業の用に供する電線路に関する工事に

支障を及ぼす場合において、やむを得ないときは、経済産業大臣の許可を受けて、

その植物を伐採し、又は移植することができる。 
２ 電気事業者は、前項の規定により植物を伐採し、又は移植しようとするときは、

あらかじめ、植物の所有者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知す

ることが困難なときは、伐採又は移植の後、遅滞なく、通知することをもつて足り

る。 
３ 電気事業者は、植物が電気事業の用に供する電線路に障害を及ぼしている場合に

おいて、その障害を放置するときは、電線路を著しく損壊して電気の供給に重大な

支障を生じ、又は火災その他の災害を発生して公共の安全を阻害するおそれがある

と認められるときは、第一項の規定にかかわらず、経済産業大臣の許可を受けない

で、その植物を伐採し、又は移植することができる。この場合においては、伐採又

は移植の後、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出るとともに、植物の所有者

に通知しなければならない。 
４ 第五十八条第三項の規定は、第一項の許可の申請があつた場合に準用する。 
 
（損失補償） 

第六十二条 電気事業者は、第五十八条第一項の規定により他人の土地等を一時使用

し、第五十九条第一項の規定により他人の土地に立ち入り、第六十条第一項の規定

により他人の土地を通行し、又は前条第一項若しくは第三項の規定により植物を伐

採し、若しくは移植したことによつて損失を生じたときは、損失を受けた者に対し、

通常生ずる損失を補償しなければならない。 
 
第六十三条 前条の規定による損失の補償について、電気事業者と損失を受けた者と

の間に協議をすることができず、又は協議が調わないときは、電気事業者又は損失

を受けた者は、当該土地等若しくは土地又は障害となつた植物の所在地を管轄する

都道府県知事の裁定を申請することができる。 
２ 第二十五条第三項から第五項まで及び第三十三条の規定は、前項の裁定に準用す

る。この場合において、第二十五条第三項及び第四項中「経済産業大臣」とあるの

は、「都道府県知事」と読み替えるものとする。 
３ 損失の補償をすべき旨を定める裁定においては、補償金の額並びにその支払の時

期及び方法を定めなければならない。 
 
（原状回復の義務） 

第六十四条 電気事業者は、第五十八条第一項の規定による土地等の一時使用が終わ

つたときは、その土地等を原状に回復し、又は原状に回復しないことによつて通常

生ずる損失を補償して、その土地等を返還しなければならない。 
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○電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）（抄） 
（土地等の一時使用） 

第百三十三条 認定電気通信事業者は、認定電気通信事業の実施に関し、次に掲げる

目的のため他人の土地等を利用することが必要であつて、やむを得ないときは、そ

の土地等の利用を著しく妨げない限度において、一時これを使用することができる。

ただし、建物その他の工作物にあつては、線路を支持するために利用する場合に限

る。 
一 線路に関する工事の施行のため必要な資材及び車両の置場並びに土石の捨場

の設置 
二 天災、事変その他の非常事態が発生した場合その他特にやむを得ない事由があ

る場合における重要な通信を確保するための線路その他の電気通信設備の設置 
三 測標の設置 

２ 認定電気通信事業者は、前項の規定により他人の土地等を一時使用しようとする

ときは、総務大臣の許可を受けなければならない。ただし、天災、事変その他の非

常事態が発生した場合において十五日以内の期間一時使用するときは、この限りで

ない。 
３ 認定電気通信事業者は、第一項の規定により他人の土地等を一時使用しようとす

るときは、あらかじめ、土地等の占有者に通知しなければならない。ただし、あら

かじめ通知することが困難なときは、使用開始の後、遅滞なく、通知することをも

つて足りる。 
４ 第一項の規定により一時使用しようとする土地等が居住の用に供されていると

きは、その居住者の承諾を得なければならない。 
５ 第一項の規定による一時使用の期間は、六月（同項第二号に規定する場合におい

て仮線路又は測標を設置したときは、一年）を超えることができない。 
６ 第一項の規定による一時使用のため他人の土地等に立ち入る者は、第二項の許可

を受けたことを証する書面（同項ただし書の場合にあつては、その身分を示す証明

書）を携帯し、関係人に提示しなければならない。 
 
（土地の立入り） 

第百三十四条 認定電気通信事業者は、線路に関する測量、実地調査又は工事のため

必要があるときは、他人の土地に立ち入ることができる。 
２ 前条第二項から第四項まで及び第六項の規定は、認定電気通信事業者が前項の規

定により他人の土地に立ち入る場合について準用する。 
 
（通行） 

第百三十五条 認定電気通信事業者は、線路に関する工事又は線路の維持のため必要

があるときは、他人の土地を通行することができる。 



     参考資料  

11 
 

２ 第六十九条第四項並びに第百三十三条第三項及び第四項の規定は、認定電気通

信事業者が前項の規定により他人の土地を通行する場合について準用する。 
 
（植物の伐採） 

第百三十六条 認定電気通信事業者は、植物が線路に障害を及ぼし、若しくは及ぼす

おそれがある場合又は植物が線路に関する測量、実地調査若しくは工事に支障を及

ぼす場合において、やむを得ないときは、総務大臣の許可を受けて、その植物を伐

採し、又は移植することができる。 
２ 認定電気通信事業者は、前項の規定により植物を伐採し、又は移植するときは、

あらかじめ、植物の所有者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知す

ることが困難なときは、伐採又は移植の後、遅滞なく、通知することをもつて足り

る。 
３ 認定電気通信事業者は、植物が線路に障害を及ぼしている場合において、その障

害を放置するときは、線路を著しく損壊し、通信の確保に重大な支障を生ずると認

められるときは、第一項の規定にかかわらず、総務大臣の許可を受けないで、その

植物を伐採し、又は移植することができる。この場合においては、伐採又は移植の

後、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出るとともに、植物の所有者に通知しなけ

ればならない。 
 
（損失補償） 

第百三十七条 認定電気通信事業者は、第百三十三条第一項の規定により他人の土地

等を一時使用し、第百三十四条第一項の規定により他人の土地に立ち入り、第百三

十五条第一項の規定により他人の土地を通行し、又は前条第一項若しくは第三項の

規定により植物を伐採し、若しくは移植したことによつて損失を生じたときは、損

失を受けた者に対し、これを補償しなければならない。 
２ 前項の規定による損失の補償について、認定電気通信事業者と損失を受けた者と

の間に協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、認定電気通信

事業者又は損失を受けた者は、総務省令で定める手続に従い、都道府県知事の裁定

を申請することができる。 
３ 第三十五条第五項から第十項までの規定は、前項の裁定について準用する。この

場合において、同条第五項中「総務大臣」とあるのは「都道府県知事」と、「答弁書」

とあるのは「答弁書（損失を受けた者に通知する場合にあつては、意見書）」と、同

条第六項中「総務大臣」とあるのは「都道府県知事」と、同条第八項及び第十項中

「当事者が取得し、又は負担すべき金額」とあるのは「補償金の額」と読み替える

ものとする。 
４ 損失の補償をすべき旨を定める裁定においては、補償金の額並びにその支払の時

期及び方法を定めなければならない。 
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（原状回復の義務） 
第百三十九条 認定電気通信事業者は、土地等の使用を終わつたとき、又はその使用

する土地等を認定電気通信事業の用に供する必要がなくなつたときは、その土地等

を原状に回復し、又は原状に回復しないことによつて生ずる損失を補償して、これ

を返還しなければならない。 
 
○港湾法（昭和二十七年法律第百八十号）（抄） 
（港湾区域内の工事等の許可） 
第三十七条 港湾区域内において又は港湾区域に隣接する地域であつて港湾管理者

が指定する区域（以下「港湾隣接地域」という。）内において、次の各号のいずれか

に該当する行為をしようとする者は、港湾管理者の許可を受けなければならない。

ただし、公有水面埋立法（大正十年法律第五十七号）第二条第一項の規定による免

許を受けた者が免許に係る水域についてこれらの行為をする場合は、この限りでな

い。 
一 港湾区域内の水域（政令で定めるその上空及び水底の区域を含む。以下同じ。）又

は公共空地（以下「港湾区域内水域等」という。）の占用 
二 港湾区域内水域等における土砂の採取 
三 水域施設、外郭施設、係留施設、運河、用水渠きよ又は排水渠の建設又は改良（第

一号の占用を伴うものを除く。） 
四 前各号に掲げるものを除き、港湾の開発、利用又は保全に著しく支障を与えるお

それのある政令で定める行為 
２ 港湾管理者は、前項の行為が、港湾の利用若しくは保全に著しく支障を与え、又

は第三条の三第九項若しくは第十項の規定により公示された港湾計画の遂行を著

しく阻害し、その他港湾の開発発展に著しく支障を与えるものであるときは、許可

をしてはならず、また、政令で定める場合を除き、港湾管理者の管理する水域施設

について前項第一号の水域の占用又は同項第四号の行為の許可をしてはならない。 
３ 国又は地方公共団体が、第一項の行為をしようとする場合には、第一項中「港湾

管理者の許可を受け」とあるのは「港湾管理者と協議し」と、前項中「許可をし」

とあるのは「協議に応じ」と読み替えるものとする。 
４ 港湾管理者は、条例又は第十二条の二の規程で定めるところにより、港湾区域内

水域等に係る第一項第一号又は第二号の許可を受けた者から占用料又は土砂採取

料を徴収することができる。ただし、前項に規定する者の協議に係るものについて

は、この限りでない。 
５ 港湾管理者は、条例又は第十二条の二の規程で定めるところにより、詐偽その他

不正の行為により、前項の占用料又は土砂採取料の徴収を免かれた者からその徴収

を免かれた金額の五倍に相当する金額以下の過怠金を徴収することができる。 
６ 第四項の占用料、土砂採取料又は前項の過怠金は、当該港湾管理者の収入に帰属

するものとする。 
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（港湾隣接地域） 
第三十七条の二 前条第一項の規定による港湾隣接地域の指定は、港湾区域外百メー

トル以内の地域内の区域について、当該港湾区域及び港湾区域に隣接する地域を保

全するため必要な最小限度の範囲でしなければならない。 
２ 港湾管理者は、港湾隣接地域を指定しようとするときは、あらかじめ期日、場所

及び指定しようとする地域を公告して、公聴会を開き、当該地域に利害関係を有す

る者にその指定に関する意見を述べる機会を与えなければならない。港湾隣接地域

を変更しようとするときも同様である。 
３ 港湾管理者は、港湾隣接地域の指定をしたときは、その区域を公告し、且つ、そ

の旨を国土交通大臣に報告しなければならない。 
 
○地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）（抄） 
（地すべり防止区域の指定） 

第三条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関

係都道府県知事の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべ

りするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同じ。）及びこれに隣接する地域

のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、又は助長し、若しくは

誘発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべり地域」と総称する。）

であつて、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域として指定す

ることができる。 
２ 前項の指定は、この法律の目的を達成するため必要な最小限度のものでなければ

ならない。 
３ 主務大臣は、第一項の指定をするときは、主務省令で定めるところにより、当該

地すべり防止区域を告示するとともに、その旨を関係都道府県知事に通知しなけれ

ばならない。これを廃止するときも、同様とする。 
４ 地すべり防止区域の指定又は廃止は、前項の告示によつてその効力を生ずる。 
 
（地すべり防止区域の管理） 

第七条 地すべり防止工事の施行その他地すべり防止区域の管理は、当該地すべり防

止区域の存する都道府県を統括する都道府県知事が行うものとする。 
 
（土地の立入等） 

第十六条 都道府県知事又はその命じた職員若しくは委任した者は、地すべり防止区

域に関する調査若しくは測量又は地すべり防止工事のためやむを得ない必要があ

るときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材

料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 
２ 第六条第二項から第十一項までの規定は、前項の規定により他人の占有する土地
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に立ち入り、又は他人の土地を一時使用する場合について準用する。この場合にお

いて、同条第八項から第十項まで中「国」とあるのは、「都道府県知事の統括する都

道府県」と読み替えるものとする。 
 
○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法

律第五十七号）（抄） 
（土砂災害警戒区域） 
第七条 都道府県知事は、基本指針に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には

住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当

該区域における土砂災害（河道閉塞による湛水を発生原因とするものを除く。以下

この章、次章及び第二十七条において同じ。）を防止するために警戒避難体制を特

に整備すべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、土砂災害警戒

区域（以下「警戒区域」という。）として指定することができる。 
２ 前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定

する土砂災害の発生原因ごとに、指定の区域及びその発生原因となる自然現象の種

類を定めてするものとする。 
３ 都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の

長の意見を聴かなければならない。 
４ 都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その

旨並びに指定の区域及び土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を公示しなけ

ればならない。 
５ 都道府県知事は、前項の規定による公示をしたときは、速やかに、国土交通省令

で定めるところにより、関係のある市町村の長に、同項の規定により公示された事

項を記載した図書を送付しなければならない。 
６ 前三項の規定は、指定の解除について準用する。 
 
（警戒避難体制の整備等） 
第八条 市町村防災会議（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第十

六条第一項の市町村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市

町村の長とする。次項において同じ。）は、前条第一項の規定による警戒区域の指定

があったときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第一項の市町村地域防災計

画をいう。以下同じ。）において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定

めるものとする。 
一 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関

する事項 
二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 
三 災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う土砂災害に

係る避難訓練の実施に関する事項 
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四 警戒区域内に、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主と

して防災上の配慮を要する者が利用する施設をいう。以下同じ。）であって、急傾斜

地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用し

ている者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場

合にあっては、当該要配慮者利用施設の名称及び所在地 
五 救助に関する事項 
六 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な

警戒避難体制に関する事項 
２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に

掲げる事項を定めるときは、当該市町村地域防災計画において、急傾斜地の崩壊等

が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用している者の円滑

かつ迅速な避難を確保するため、同項第一号に掲げる事項として土砂災害に関する

情報、予報及び警報の伝達に関する事項を定めるものとする。 
３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基づき、国土交

通省令で定めるところにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊

等が発生するおそれがある場合における避難施設その他の避難場所及び避難路そ

の他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する

上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布

その他の必要な措置を講じなければならない。 
 
（土砂災害特別警戒区域） 
第九条 都道府県知事は、基本指針に基づき、警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が

発生した場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ず

るおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室（建築

基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第四号に規定する居室をいう。以下

同じ。）を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域として政令で定める基準

に該当するものを、土砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒区域」という。）として

指定することができる。 
２ 前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定

する土砂災害の発生原因ごとに、指定の区域並びにその発生原因となる自然現象の

種類及び当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項（土

砂災害の発生を防止するために行う建築物の構造の規制に必要な事項として政令

で定めるものに限る。）を定めてするものとする。 
３ 都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の

長の意見を聴かなければならない。 
４ 都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その

旨並びに指定の区域、土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び第二項の政令

で定める事項を公示しなければならない。 
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５ 都道府県知事は、前項の規定による公示をしたときは、速やかに、国土交通省令

で定めるところにより、関係のある市町村の長に、同項の規定により公示された事

項を記載した図書を送付しなければならない。 
６ 指定は、第四項の規定による公示によってその効力を生ずる。 
７ 関係のある市町村の長は、第五項の図書を当該市町村の事務所において、一般の

縦覧に供しなければならない。 
８ 都道府県知事は、土砂災害の防止に関する工事の実施等により、特別警戒区域の

全部又は一部について指定の事由がなくなったと認めるときは、当該特別警戒区域

の全部又は一部について指定を解除するものとする。 
９ 第三項から第六項までの規定は、前項の規定による解除について準用する。 
 
（特定開発行為の制限） 
第十条 特別警戒区域内において、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第

十二項に規定する開発行為で当該開発行為をする土地の区域内において建築が予

定されている建築物（当該区域が特別警戒区域の内外にわたる場合においては、特

別警戒区域外において建築が予定されている建築物を除く。以下「予定建築物」と

いう。）の用途が制限用途であるもの（以下「特定開発行為」という。）をしようと

する者は、あらかじめ、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、非

常災害のために必要な応急措置として行う行為その他の政令で定める行為につい

ては、この限りでない。 
２ 前項の制限用途とは、予定建築物の用途で、住宅（自己の居住の用に供するもの

を除く。）並びに高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利

用する社会福祉施設、学校及び医療施設（政令で定めるものに限る。）以外の用途で

ないものをいう。 
 
○砂防法（明治三十年法律第二十九号）（抄） 
第二条 砂防設備ヲ要スル土地又ハ此ノ法律ニ依リ治水上砂防ノ為一定ノ行為ヲ禁

止若ハ制限スヘキ土地ハ国土交通大臣之ヲ指定ス 
 
○急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五十七号）（抄） 
（急傾斜地崩壊危険区域の指定） 

第三条 都道府県知事は、この法律の目的を達成するために必要があると認めるとき

は、関係市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）の意見をきいて、崩壊するおそ

れのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずるお

それのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜地の崩壊が助長され、

又は誘発されるおそれがないようにするため、第七条第一項各号に掲げる行為が行

なわれることを制限する必要がある土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指

定することができる。 
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２ 前項の指定は、この法律の目的を達成するために必要な最小限度のものでなけれ

ばならない。 
３ 都道府県知事は、第一項の指定をするときは、国土交通省令で定めるところによ

り、当該急傾斜地崩壊危険区域を公示するとともに、その旨を関係市町村長に通知

しなければならない。これを廃止するときも、同様とする。 
４ 急傾斜地崩壊危険区域の指定又は廃止は、前項の公示によつてその効力を生ずる。 
 
（土地の立入り等） 

第十七条 都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者は、都道府県営工事の

ためにやむを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別

の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することがで

きる。 
 
（土地の保全等） 

第九条 急傾斜地崩壊危険区域内の土地の所有者、管理者又は占有者は、その土地の

維持管理については、当該急傾斜地崩壊危険区域内における急傾斜地の崩壊が生じ

ないように努めなければならない。 
２ 急傾斜地崩壊危険区域内における急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれの

ある者は、当該急傾斜地の崩壊による被害を除却し、又は軽減するために必要な措

置を講ずるように努めなければならない。 
３ 都道府県知事は、急傾斜地崩壊危険区域内における急傾斜地の崩壊による災害を

防止するために必要があると認める場合においては、当該急傾斜地崩壊危険区域内

の土地の所有者、管理者又は占有者、その土地内において制限行為を行つた者、当

該急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある者等に対し、急傾斜地崩壊防止

工事の施行その他の必要な措置をとることを勧告することができる。 
 
（都道府県の施行する急傾斜地崩壊防止工事） 

第十二条 都道府県は、急傾斜地崩壊防止工事のうち、制限行為に伴う急傾斜地の崩

壊を防止するために必要な工事以外の工事で、当該急傾斜地の所有者、管理者若し

くは占有者又は当該急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある者が施行す

ることが困難又は不適当と認められるものを施行するものとする。 
２ 前項の規定は、砂防法（明治三十年法律第二十九号）第二条の規定により指定さ

れた土地、森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第二十五条第一項若しくは

第二十五条の二第一項若しくは第二項の規定により指定された保安林（同法第二十

五条の二第一項後段又は第二項後段において準用する同法第二十五条第二項の規

定により指定された保安林を除く。）若しくは同法第四十一条の規定により指定さ

れた保安施設地区又は地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第三条第一

項の規定により指定された地すべり防止区域若しくは同法第四条第一項の規定に



     参考資料  

18 
 

より指定されたぼた山崩壊防止区域については、適用しない。 
３ 都道府県は、漁港漁場整備法（昭和二十五年法律第百三十七号）第二条に規定す

る漁港の区域（水域を除く。）内、港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第三十

七条第一項に規定する港湾隣接地域内又は海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第

三条第一項に規定する海岸保全区域内において第一項の規定による急傾斜地崩壊

防止工事（以下「都道府県営工事」という。）を施行しようとするときは、あらかじ

め、漁港管理者、港湾管理者又は海岸管理者に協議しなければならない。ただし、

港湾法第三十七条第一項及び第三項又は海岸法第十条第二項の規定により港湾管

理者又は海岸管理者に協議しなければならない場合においては、この限りでない。 
 
○河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）（抄） 
（調査、工事等のための立入り等） 
第八十九条 国土交通大臣若しくは都道府県知事又はその命じた者若しくはその委

任を受けた者は、一級河川、二級河川、河川区域、河川保全区域、河川予定地、河川

保全立体区域若しくは河川予定立体区域の指定のための調査又は河川工事、河川の維

持その他河川の管理を行うためやむを得ない必要がある場合においては、他人の占有

する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場と

して一時使用することができる。 
２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする場合においては、あら

かじめ、当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ

通知することが困難である場合においては、この限りでない。 
３ 第一項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする場

合においては、立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げなければ

ならない。 
４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定す

る土地に立ち入つてはならない。 
５ 第一項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人に提示しなければならない。 
６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として

一時使用しようとする場合においては、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に

通知して、その意見をきかなければならない。 
７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入り

又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 
８ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による処分により損失を受けた

者がある場合においては、その者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければなら

ない。 
９ 第二十二条第四項及び第五項の規定は、前項の規定による損失の補償について準

用する。 
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○森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）（抄） 
（保安林の指定） 
第二十五条 農林水産大臣は、次の各号（指定しようとする森林が民有林である場

合にあつては、第一号から第三号まで）に掲げる目的を達成するため必要があると

きは、森林（民有林にあつては、重要流域（二以上の都府県の区域にわたる流域そ

の他の国土保全上又は国民経済上特に重要な流域で農林水産大臣が指定するものを

いう。以下同じ。）内に存するものに限る。）を保安林として指定することができ

る。ただし、海岸法第三条の規定により指定される海岸保全区域及び自然環境保全

法（昭和四十七年法律第八十五号）第十四条第一項の規定により指定される原生自

然環境保全地域については、指定することができない。 

一 水源のかん養 

二 土砂の流出の防備 

三 土砂の崩壊の防備 

四 飛砂の防備 

五 風害、水害、潮害、干害、雪害又は霧害の防備 

六 なだれ又は落石の危険の防止 

七 火災の防備 

八 魚つき 

九 航行の目標の保存 

十 公衆の保健 

十一 名所又は旧跡の風致の保存 

２～３（略） 

 
（保安林における制限） 
第三十四条 保安林においては、政令で定めるところにより、都道府県知事の許可

を受けなければ、立木を伐採してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りでない。 

一～六（略） 

七 火災、風水害その他の非常災害に際し緊急の用に供する必要がある場合 

八（略） 

九 その他農林水産省令で定める場合 

２ 保安林においては、都道府県知事の許可を受けなければ、立竹を伐採し、立木

を損傷し、家畜を放牧し、下草、落葉若しくは落枝を採取し、又は土石若しくは樹

根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為をしてはならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一～三（略） 

四 火災、風水害その他の非常災害に際し緊急の用に供する必要がある場合 
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五～六（略） 

３～10（略） 
 
（保安施設地区の指定） 
第四十一条 農林水産大臣は、第二十五条第一項第一号から第七号までに掲げる目

的を達成するため、国が森林の造成事業又は森林の造成若しくは維持に必要な事業

を行う必要があると認めるときは、その事業を行うのに必要な限度において森林又

は原野その他の土地を保安施設地区として指定することができる。 

２（略） 

３ 農林水産大臣は、第一項の事業（以下「保安施設事業」という。）を都道府県

が行う必要があると認めて都道府県知事から申請があつた場合において、その申請

を相当と認めるときは、その事業を行うのに必要な限度において森林又は原野その

他の土地を保安施設地区として指定することができる。 

４（略） 
 
○森林経営管理法（平成三十年法律第三十五号）（抄） 
（災害等防止措置命令） 

第四十二条 市町村の長は、伐採又は保育が実施されておらず、かつ、引き続き伐採

又は保育が実施されないことが確実であると見込まれる森林（森林法第二十五条又

は第二十五条の二の規定により指定された保安林を除く。以下この章において同

じ。）における次に掲げる事態の発生を防止するために必要かつ適当であると認め

る場合には、その必要の限度において、当該森林の森林所有者に対し、期限を定め

て、当該事態の発生の防止のために伐採又は保育の実施その他必要な措置（以下「災

害等防止措置」という。）を講ずべきことを命ずることができる。ただし、当該森林

について、経営管理権が設定されている場合又は同法第十条の九第三項の規定の適

用がある場合は、この限りでない。 
一 当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させ

ること。 
二 当該森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域において水害を発生

させること。 
三 当該森林の現に有する水源の 涵かん 養の機能に依存する地域において水の

確保に著しい支障を及ぼすこと。 
四 当該森林の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。 

２ 前項の規定による命令をするときは、農林水産省令で定める事項を記載した命令

書を交付するものとする。 
 
（代執行） 

第四十三条 市町村の長は、前条第一項に規定する場合において、次の各号のいずれ
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かに該当すると認めるときは、自らその災害等防止措置の全部又は一部を講ずるこ

とができる。この場合において、第二号に該当すると認めるときは、相当の期限を

定めて、当該災害等防止措置を講ずべき旨及びその期限までに当該災害等防止措置

を講じないときは、自ら当該災害等防止措置を講じ、当該災害等防止措置に要した

費用を徴収することがある旨を、あらかじめ、公告するものとする。 
一 前条第一項の規定により災害等防止措置を講ずべきことを命ぜられた森林所

有者が、当該命令に係る期限までに当該命令に係る災害等防止措置を講じないと

き、講じても十分でないとき、又は講ずる見込みがないとき。 
二 前条第一項の規定により災害等防止措置を講ずべきことを命じようとする場

合において、相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方法に

より当該災害等防止措置を命ずべき森林所有者の探索を行ってもなお当該森林

所有者を確知することができないとき。 
三 緊急に災害等防止措置を講ずる必要がある場合において、前条第一項の規定に

より当該災害等防止措置を講ずべきことを命ずるいとまがないとき。 
２ 市町村の長は、前項の規定により災害等防止措置の全部又は一部を講じたときは、

当該災害等防止措置に要した費用について、農林水産省令で定めるところにより、

当該森林の森林所有者から徴収することができる。 
３ 前項の規定による費用の徴収については、行政代執行法（昭和二十三年法律第四

十三号）第五条及び第六条の規定を準用する。 
４ 第一項の規定により市町村の長が災害等防止措置の全部又は一部を講ずる場合

における立木の伐採については、森林法第十条の八第一項本文の規定は、適用しな

い。 
 
○災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）（抄） 
（応急公用負担等） 

第六十四条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認める

ときは、政令で定めるところにより、当該市町村の区域内の他人の土地、建物その

他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用す

ることができる。 
２ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、

現場の災害を受けた工作物又は物件で当該応急措置の実施の支障となるもの（以下

この条において「工作物等」という。）の除去その他必要な措置をとることができ

る。この場合において、工作物等を除去したときは、市町村長は、当該工作物等を

保管しなければならない。 
３ 市町村長は、前項後段の規定により工作物等を保管したときは、当該工作物等の

占有者、所有者その他当該工作物等について権原を有する者（以下この条において
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「占有者等」という。）に対し当該工作物等を返還するため、政令で定めるところに

より、政令で定める事項を公示しなければならない。 
４ 市町村長は、第二項後段の規定により保管した工作物等が滅失し、若しくは破損

するおそれがあるとき、又はその保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、

政令で定めるところにより、当該工作物等を売却し、その売却した代金を保管する

ことができる。 
５ 前三項に規定する工作物等の保管、売却、公示等に要した費用は、当該工作物等

の返還を受けるべき占有者等の負担とし、その費用の徴収については、行政代執行

法（昭和二十三年法律第四十三号）第五条及び第六条の規定を準用する。 
６ 第三項に規定する公示の日から起算して六月を経過してもなお第二項後段の規

定により保管した工作物等（第四項の規定により売却した代金を含む。以下この項

において同じ。）を返還することができないときは、当該工作物等の所有権は、当該

市町村長の統轄する市町村に帰属する。 
７ 前条第二項の規定は、第一項及び第二項前段の場合について準用する。 
８ 第一項及び第二項前段の規定は、市町村長その他第一項又は第二項前段に規定す

る市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場合に限り、災害派遣を

命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合において、第

一項又は第二項前段に規定する措置をとつたときは、当該災害派遣を命ぜられた部

隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 
９ 警察官、海上保安官又は災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、第七項におい

て準用する前条第二項又は前項において準用する第二項前段の規定により工作物

等を除去したときは、当該工作物等を当該工作物等が設置されていた場所を管轄す

る警察署長等又は内閣府令で定める自衛隊法第八条に規定する部隊等の長（以下こ

の条において「自衛隊の部隊等の長」という。）に差し出さなければならない。この

場合において、警察署長等又は自衛隊の部隊等の長は、当該工作物等を保管しなけ

ればならない。 
１０ 前項の規定により警察署長等又は自衛隊の部隊等の長が行う工作物等の保管

については、第三項から第六項までの規定の例によるものとする。ただし、第三項

の規定の例により公示した日から起算して六月を経過してもなお返還することが

できない工作物等の所有権は、警察署長が保管する工作物等にあつては当該警察署

の属する都道府県に、政令で定める管区海上保安本部の事務所の長又は自衛隊の部

隊等の長が保管する工作物等にあつては国に、それぞれ帰属するものとする。 
 
○民法（明治二十九年法律第八十九号）（抄） 
＜相隣関係＞ 
（竹木の枝の切除及び根の切取り） 

第二百三十三条 隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは、その竹木の所有者に、そ

の枝を切除させることができる。 
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２ 隣地の竹木の根が境界線を越えるときは、その根を切り取ることができる。 
（隣地の使用請求） 
第二百九条 土地の所有者は、境界又はその付近において障壁又は建物を築造し又は

修繕するため必要な範囲内で、隣地の使用を請求することができる。ただし、隣人の

承諾がなければ、その住家に立ち入ることはできない。 
２ 前項の場合において、隣人が損害を受けたときは、その償金を請求することがで

きる。 
 
（公道に至るための他の土地の通行権） 
第二百十条 他の土地に囲まれて公道に通じない土地の所有者は、公道に至るため、

その土地を囲んでいる他の土地を通行することができる。 
２ 池沼、河川、水路若しくは海を通らなければ公道に至ることができないとき、又

は崖があって土地と公道とに著しい高低差があるときも、前項と同様とする。 
 
第二百十一条 前条の場合には、通行の場所及び方法は、同条の規定による通行権を

有する者のために必要であり、かつ、他の土地のために損害が最も少ないものを選

ばなければならない。 
２ 前条の規定による通行権を有する者は、必要があるときは、通路を開設すること

ができる。 
 
第二百十二条 第二百十条の規定による通行権を有する者は、その通行する他の土地

の損害に対して償金を支払わなければならない。ただし、通路の開設のために生じ

た損害に対するものを除き、一年ごとにその償金を支払うことができる。 
 
第二百十三条 分割によって公道に通じない土地が生じたときは、その土地の所有者

は、公道に至るため、他の分割者の所有地のみを通行することができる。この場合

においては、償金を支払うことを要しない。 
２ 前項の規定は、土地の所有者がその土地の一部を譲り渡した場合について準用す

る。 
 
（自然水流に対する妨害の禁止） 
第二百十四条 土地の所有者は、隣地から水が自然に流れて来るのを妨げてはならな

い。 
 
（水流の障害の除去） 
第二百十五条 水流が天災その他避けることのできない事変により低地において閉

塞そく したときは、高地の所有者は、自己の費用で、水流の障害を除去するため必

要な工事をすることができる。 
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（水流に関する工作物の修繕等） 
第二百十六条 他の土地に貯水、排水又は引水のために設けられた工作物の破壊又は

閉塞により、自己の土地に損害が及び、又は及ぶおそれがある場合には、その土地

の所有者は、当該他の土地の所有者に、工作物の修繕若しくは障害の除去をさせ、

又は必要があるときは予防工事をさせることができる。 
 
（費用の負担についての慣習） 
第二百十七条 前二条の場合において、費用の負担について別段の慣習があるときは、

その慣習に従う。 
 
（雨水を隣地に注ぐ工作物の設置の禁止） 
第二百十八条 土地の所有者は、直接に雨水を隣地に注ぐ構造の屋根その他の工作物

を設けてはならない。 
 
（水流の変更） 
第二百十九条 溝、堀その他の水流地の所有者は、対岸の土地が他人の所有に属する

ときは、その水路又は幅員を変更してはならない。 
２ 両岸の土地が水流地の所有者に属するときは、その所有者は、水路及び幅員を変

更することができる。ただし、水流が隣地と交わる地点において、自然の水路に戻

さなければならない。 
３ 前二項の規定と異なる慣習があるときは、その慣習に従う。 
 
（排水のための低地の通水） 
第二百二十条 高地の所有者は、その高地が浸水した場合にこれを乾かすため、又は

自家用若しくは農工業用の余水を排出するため、公の水流又は下水道に至るまで、

低地に水を通過させることができる。この場合においては、低地のために損害が最

も少ない場所及び方法を選ばなければならない。 
 
（通水用工作物の使用） 
第二百二十一条 土地の所有者は、その所有地の水を通過させるため、高地又は低地

の所有者が設けた工作物を使用することができる。 
２ 前項の場合には、他人の工作物を使用する者は、その利益を受ける割合に応じて、

工作物の設置及び保存の費用を分担しなければならない。 
 
（堰の設置及び使用） 
第二百二十二条 水流地の所有者は、堰を設ける必要がある場合には、対岸の土地が

他人の所有に属するときであっても、その堰を対岸に付着させて設けることができ
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る。ただし、これによって生じた損害に対して償金を支払わなければならない。 
２ 対岸の土地の所有者は、水流地の一部がその所有に属するときは、前項の堰を使

用することができる。 
３ 前条第二項の規定は、前項の場合について準用する。 
 
（境界標の設置） 
第二百二十三条 土地の所有者は、隣地の所有者と共同の費用で、境界標を設けるこ

とができる。 
 
（境界標の設置及び保存の費用） 
第二百二十四条 境界標の設置及び保存の費用は、相隣者が等しい割合で負担する。

ただし、測量の費用は、その土地の広狭に応じて分担する。 
 
（囲障の設置） 
第二百二十五条 二棟の建物がその所有者を異にし、かつ、その間に空地があるとき

は、各所有者は、他の所有者と共同の費用で、その境界に囲障を設けることができ

る。 
２ 当事者間に協議が調わないときは、前項の囲障は、板塀又は竹垣その他これらに

類する材料のものであって、かつ、高さ二メートルのものでなければならない。 
 
（囲障の設置及び保存の費用） 
第二百二十六条 前条の囲障の設置及び保存の費用は、相隣者が等しい割合で負担す

る。 
 
（相隣者の一人による囲障の設置） 
第二百二十七条 相隣者の一人は、第二百二十五条第二項に規定する材料より良好な

ものを用い、又は同項に規定する高さを増して囲障を設けることができる。ただし、

これによって生ずる費用の増加額を負担しなければならない。 
 
（囲障の設置等に関する慣習） 
第二百二十八条 前三条の規定と異なる慣習があるときは、その慣習に従う。 
 
（境界標等の共有の推定） 
第二百二十九条 境界線上に設けた境界標、囲障、障壁、溝及び堀は、相隣者の共有

に属するものと推定する。 
 
第二百三十条 一棟の建物の一部を構成する境界線上の障壁については、前条の規定

は、適用しない。 
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２ 高さの異なる二棟の隣接する建物を隔てる障壁の高さが、低い建物の高さを超え

るときは、その障壁のうち低い建物を超える部分についても、前項と同様とする。

ただし、防火障壁については、この限りでない。 
 
（共有の障壁の高さを増す工事） 
第二百三十一条 相隣者の一人は、共有の障壁の高さを増すことができる。ただし、

その障壁がその工事に耐えないときは、自己の費用で、必要な工作を加え、又はそ

の障壁を改築しなければならない。 
２ 前項の規定により障壁の高さを増したときは、その高さを増した部分は、その工

事をした者の単独の所有に属する。 
 
第二百三十二条 前条の場合において、隣人が損害を受けたときは、その償金を請求

することができる。 
 
（竹木の枝の切除及び根の切取り） 
第二百三十三条 隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは、その竹木の所有者に、そ

の枝を切除させることができる。 
２ 隣地の竹木の根が境界線を越えるときは、その根を切り取ることができる。 
 
（境界線付近の建築の制限） 
第二百三十四条 建物を築造するには、境界線から五十センチメートル以上の距離を

保たなければならない。 
２ 前項の規定に違反して建築をしようとする者があるときは、隣地の所有者は、そ

の建築を中止させ、又は変更させることができる。ただし、建築に着手した時から

一年を経過し、又はその建物が完成した後は、損害賠償の請求のみをすることがで

きる。 
 
第二百三十五条 境界線から一メートル未満の距離において他人の宅地を見通すこ

とのできる窓又は縁側（ベランダを含む。次項において同じ。）を設ける者は、目隠

しを付けなければならない。 
２ 前項の距離は、窓又は縁側の最も隣地に近い点から垂直線によって境界線に至る

までを測定して算出する。 
 
（境界線付近の建築に関する慣習） 
第二百三十六条 前二条の規定と異なる慣習があるときは、その慣習に従う。 
 
（境界線付近の掘削の制限） 
第二百三十七条 井戸、用水だめ、下水だめ又は肥料だめを掘るには境界線から二メ
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ートル以上、池、穴蔵又はし尿だめを掘るには境界線から一メートル以上の距離を

保たなければならない。 
２ 導水管を埋め、又は溝若しくは堀を掘るには、境界線からその深さの二分の一以

上の距離を保たなければならない。ただし、一メートルを超えることを要しない。 
 
（境界線付近の掘削に関する注意義務） 
第二百三十八条 境界線の付近において前条の工事をするときは、土砂の崩壊又は水

若しくは汚液の漏出を防ぐため必要な注意をしなければならない。 
 
＜事務管理＞ 
（事務管理） 
第六百九十七条 義務なく他人のために事務の管理を始めた者（以下この章において

「管理者」という。）は、その事務の性質に従い、最も本人の利益に適合する方法によ

って、その事務の管理（以下「事務管理」という。）をしなければならない。 
２ 管理者は、本人の意思を知っているとき、又はこれを推知することができるとき

は、その意思に従って事務管理をしなければならない。 
（緊急事務管理） 
第六百九十八条 管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさ

せるために事務管理をしたときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これに

よって生じた損害を賠償する責任を負わない。 
 
＜不法行為＞ 
（不法行為による損害賠償） 
第七百九条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害し

た者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 
 
（財産以外の損害の賠償） 
第七百十条 他人の身体、自由若しくは名誉を侵害した場合又は他人の財産権を侵害

した場合のいずれであるかを問わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者は、

財産以外の損害に対しても、その賠償をしなければならない。 
 
（近親者に対する損害の賠償） 
第七百十一条 他人の生命を侵害した者は、被害者の父母、配偶者及び子に対しては、

その財産権が侵害されなかった場合においても、損害の賠償をしなければならない。 
 
（責任能力） 
第七百十二条 未成年者は、他人に損害を加えた場合において、自己の行為の責任を

弁識するに足りる知能を備えていなかったときは、その行為について賠償の責任を
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負わない。 
 
第七百十三条 精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態に

ある間に他人に損害を加えた者は、その賠償の責任を負わない。ただし、故意又は

過失によって一時的にその状態を招いたときは、この限りでない。 
 
（責任無能力者の監督義務者等の責任） 
第七百十四条 前二条の規定により責任無能力者がその責任を負わない場合におい

て、その責任無能力者を監督する法定の義務を負う者は、その責任無能力者が第三

者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、監督義務者がその義務を怠らなか

ったとき、又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったときは、この限り

でない。 
２ 監督義務者に代わって責任無能力者を監督する者も、前項の責任を負う。 
 
（使用者等の責任） 
第七百十五条 ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行につ

いて第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が被用者の選任及

びその事業の監督について相当の注意をしたとき、又は相当の注意をしても損害が

生ずべきであったときは、この限りでない。 
２ 使用者に代わって事業を監督する者も、前項の責任を負う。 
３ 前二項の規定は、使用者又は監督者から被用者に対する求償権の行使を妨げない。 
 
（注文者の責任） 
第七百十六条 注文者は、請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償する

責任を負わない。ただし、注文又は指図についてその注文者に過失があったときは、

この限りでない。 
 
（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任） 
第七百十七条 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他人に損害

を生じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する責任

を負う。ただし、占有者が損害の発生を防止するのに必要な注意をしたときは、所

有者がその損害を賠償しなければならない。 
２ 前項の規定は、竹木の栽植又は支持に瑕疵がある場合について準用する。 
３ 前二項の場合において、損害の原因について他にその責任を負う者があるときは、

占有者又は所有者は、その者に対して求償権を行使することができる。 
 
（動物の占有者等の責任） 
第七百十八条 動物の占有者は、その動物が他人に加えた損害を賠償する責任を負う。
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ただし、動物の種類及び性質に従い相当の注意をもってその管理をしたときは、こ

の限りでない。 
２ 占有者に代わって動物を管理する者も、前項の責任を負う。 
 
（共同不法行為者の責任） 
第七百十九条 数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連

帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を

加えたかを知ることができないときも、同様とする。 
２ 行為者を教唆した者及び幇ほう 助した者は、共同行為者とみなして、前項の規

定を適用する。 
 
（正当防衛及び緊急避難） 
第七百二十条 他人の不法行為に対し、自己又は第三者の権利又は法律上保護される

利益を防衛するため、やむを得ず加害行為をした者は、損害賠償の責任を負わない。

ただし、被害者から不法行為をした者に対する損害賠償の請求を妨げない。 
２ 前項の規定は、他人の物から生じた急迫の危難を避けるためその物を損傷した場

合について準用する。 
 
（損害賠償請求権に関する胎児の権利能力） 
第七百二十一条 胎児は、損害賠償の請求権については、既に生まれたものとみなす。 
 
（損害賠償の方法及び過失相殺） 
第七百二十二条 第四百十七条の規定は、不法行為による損害賠償について準用する。 
２ 被害者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の額を定め

ることができる。 
 
（名誉毀き 損における原状回復） 
第七百二十三条 他人の名誉を毀き 損した者に対しては、裁判所は、被害者の請求

により、損害賠償に代えて、又は損害賠償とともに、名誉を回復するのに適当な処

分を命ずることができる。 
 
（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限） 
第七百二十四条 不法行為による損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が

損害及び加害者を知った時から三年間行使しないときは、時効によって消滅する。

不法行為の時から二十年を経過したときも、同様とする。 
 
○土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）（抄） 
（土地を収用し、又は使用することができる事業） 
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第三条 土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次の各

号のいずれかに該当するものに関する事業でなければならない。 
一～六 （略） 
七 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）による鉄道事業者又は索道事業者が

その鉄道事業又は索道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設 
七の二 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は軌道の用

に供する施設 
八 軌道法（大正十年法律第七十六号）による軌道又は同法が準用される無軌条電車

の用に供する施設 
九～三十五 （略） 
 
（非常災害の際の土地の使用） 
第百二十二条 非常災害に際し公共の安全を保持するために第三条各号の一に規定

する事業を特に緊急に施行する必要がある場合においては、起業者は、事業の種類、

使用しようとする土地の区域並びに使用の方法及び期間について市町村長の許可

を受け、直ちに、他人の土地を使用することができる。但し、起業者が国であると

きは当該事業の施行について権限を有する行政機関又はその地方支分部局の長が、

起業者が都道府県であるときは都道府県知事が、事業の種類、使用しようとする土

地の区域並びに使用の方法及び期間を市町村長に通知することをもつて足り、許可

を受けることを要しない。 
２ 前項の規定によつて使用する土地の区域並びに使用の方法及び期間は、公共の安

全を保持するために必要且つやむを得ないと認められる範囲をこえてはならない。 
３ 市町村長は、第一項本文の規定による許可をしたとき、又は同項但書の規定によ

る通知を受けたときは、直ちに、起業者の名称、事業の種類、使用しようとする土

地の区域並びに使用の方法及び期間を土地の所有者及び占有者に通知しなければ

ならない。 
４ 第一項の規定による使用の期間は、許可があつた日（同項但書の場合にあつては、

市町村長に通知をした日）から六月をこえることができない。 
 
 
 


